
地方創生の実現に向けた
地方の取組について

～ 全国知事会 説明資料 ～
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全国知事会副会長 平井伸治
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地方創生に向けて動き出した地方
①地方分権改革の進展 ⇒ 創意工夫、競争の時代へ

③人口減少社会に立ち向かい、地方の活力を維持 ⇒ 地方創生に全力投球

②事務・権限に見合った財源配分されていない ⇒ 行革により財源を捻出
地方
を巡る
状況

これまでの地方独自の取組 地方創生の実現（目標）

・ライフステージに応じた少子化対策

（第３子保育料無償化、医療費助成 etc）

・移住定住促進
（受入支援体制の強化、企業の本社機能移転 etc）

・観光振興 （外国人観光客誘客、鳥取砂丘コナン空港 etc）

・少人数学級の推進

・森林保全

１ 若者も高齢者も住みたい地方へ

２ 政府関係機関を地方へ

３ 地域の産業を未来の成長産業へ

４ 地方を支えるひとづくりを

５ 地域資源を世界へ

６ 日本の将来を創る次世代へ思い切った
支援を

全国の多くの自治体が地方版総合戦略を策定。
地方創生に向けた取り組みが本格的に動き出す。

⇒各自治体は、行革により財源を捻出。その上で
知恵を絞り、創意工夫によって取組を推進。
着実に成果を上げている取組も数多くある。

一般財源のうち８割を
義務的支出が占める中

地方創生の実現に向けては
さらなる取組の充実が必要
⇒地方財源の充実が不可欠
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※全都道府県で独自カットを実施
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都道府県は国を大きく上回る行財政改革を断行
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【地方財政決算の推移】

H11～H26累計
２兆６,１８９億円

国 H24･H25の２ヵ年
で約6,000億円

都道府県

H13～H25の間
都道府県は国の７倍削減

⇒社会保障関係費が増加する中、
給与関係経費や投資的経費を大幅に削減

一般行政経費等

▲4.8兆円 ＋8.8兆円 ▲9.9兆円
(注)社会保障関係費は、一般行政経費（単独分）相当分（乳幼児・妊産婦医療費

助成、保育料軽減事業費補助金など地方独自の取組み）を含む。
なお、東日本大震災分を除いている。

＜例＞鳥取県の歳出予算の構造（一般財源ベース）

２７年度歳出
（６月補正後）

(一財ベース)

2,517億円

国の法令等の関与が存する経費

歳出総額の７６％
国の法令等の関与が存する経費

歳出総額の７６％

歳出の大半は
法令等による
義務的な経費

さらなる歳出
削減は限界！
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鳥取県の行財政改革・効率化の取組

【参考】鳥取県の財政指標（Ｈ２６）

指数 鳥取県 全国平均 備考

財政力指数 ０．２４（４５位） ０．４７ 基準財政収入額／基準財政需要額の過去３年平均

経常収支比率 ８９．３％（２位） ９３．５％ 人件費・公債費など経常経費に充当した一般財源／地方税など経常一般財源

実質収支比率 ３．９％（－位） －％ 実質収支／標準財政規模（順位、全国平均未公表） （Ｈ２５の鳥取県順位：３位、（全国平均：１．４％））

将来負担比率 １０７．２％（４位） １８７．０％ 一般会計等が将来負担する実質的負債／標準財政規模

○鳥取県においては、厳しい財政状況の中、積極的な行財政改革・効率化を行い、財源を生み出している。

取組事例 主な成果

◇事務の共同化
①県と市町村の共同組織での滞納地方税の徴収（H22～）

②地元町との除雪作業の連携共同化（H23～）

①個人県民税を除く県税徴収率は６年連続（H20～H25まで）全国１位、
滞納額に対する市町村の未処理率が約１０％低下

②除雪体制の強化・即時対応等による住民サービスの向上

◇集中改革プランの策定による見通しをもった定数削減 ８年間で約９％の削減（国は13年間（H13～H25）で３％の削減）

◇職員宿舎の廃止等による県有未利用財産の売却 ８年間で約３２億円の売却実績

◇給与制度の見直し（期末手当・給料月額の引き下げ等） 鳥取県のラスパイレス指数は全国最下位 ９１．８（H27.4.1時点）

◇県民共通の財産である森林を「県民全体」で守り育てていく
森林環境保全税の導入（H17～：全国３番目）

（約１．８億円/年の税収）

＜使途内容＞
・ボランティア等によるシンボル的な森林の保全活動
・森林の保全・整備、竹林対策

＜一般行政職ラスパイレス指数の推移＞
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※他県照会結果を含む。 4
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移住定住の取組

目標 ： 平成２７～３１年度までの５年間 で ＩＪＵターン 6,000人
これまでの主な取組と成果

次は、

6,000人

を目指す！

〔主な取組〕
○移住定住サポートセンターの設置
○空き家改修等の市町村への補助支援
○鳥取県田舎暮らし住宅バンクシステム運用
○市町村専任相談員設置への支援 など

H23～26の移住者数

計 3,418 人
⇒ 受入目標 2,000人 を超えて

3,000人 を大きく上回る！

●中村さん（大山町）
●埼玉県出身
●素潜り漁師

（「漁師中村」経営）

●「築き会」で移住者の
サポートにも取り組む。

○移住者が新たなチャレン
ジを求めて集まり、
そこに新たな産業も生ま
れている。

○「人」が「人」を呼び、地域
活性化につながってい
る。

○移住者が新たなチャレン
ジを求めて集まり、
そこに新たな産業も生ま
れている。

○「人」が「人」を呼び、地域
活性化につながってい
る。

●西村さん（智頭町）
●東京都出身
●森のようちえん「まる

たんぼう」などを開園 5



■保育料軽減

○行財政改革により節減した財源を活用して、子育て支援・少子化対策を充実させる
ことで、合計特殊出生率の回復（H20  １．４３ ⇒ H26  １．６０）や子育て世帯の移住に
つながっている。

■森のようちえんへの支援

◎森のようちえん
・自然豊かな鳥取県の特色を生かした保育
・身体性、精神性、知性、社会性ともに

好ましい発達に効果あり（鳥取大学研究）
・県外、海外からも注目

→ 県内６施設１１１人が利用
（うち１９人が移住者）

◎とっとり森・里山等自然保育認証制度
鳥取県独自の認証制度を創設。
運営費助成は、全国唯一の取組！

◎中山間地域の保育料を第１子から
無料化・軽減

中山間地域の市町村が、当該地域に居住し、
地域の保育所等を利用する子どもの保育料を
独自に無償化（軽減）する場合に、県がその
経費の１／２を支援。

→ 保育料免除が移住者を呼び込み

◎第３子以降の保育料無料化など
保育料負担軽減施策を充実

市町村が、多子世帯の第３子以降の子どもの
保育料を無償化する場合、県がその経費の
１／２を支援。

併せて低所得世帯を対象に、第１子と同時在
園の第２子の保育料無償化を実施する場合も
支援。（H28.4月から実施予定）

拡充予定

子育て王国とっとりの取組
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